
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 10月 29日

上   場   会   社   名   沖電気工事株式会社 上場取引所 東

コード番号      1767 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経理部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　渡苅　邦夫 TEL (03) 3740 - 2111
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 10月 29日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月  7日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 （記載金額は百万円未満切捨）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 10,980 1.1 △ 250 - △ 144 -
12年 9月中間期 10,865 1.0 △ 529 - △ 462 -
13年 3月期 39,336 141 232

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 △ 257 - △ 23.39
12年 9月中間期 △ 2,272 - △ 206.62
13年 3月期 △ 1,923 △ 174.90
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    11,000,000 株   12年 9月中間期    11,000,000 株   13年 3月期    11,000,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当    -  円     銭

13年 9月中間期 4.00 －    特別配当    -  円     銭

12年 9月中間期 4.00 －
13年 3月期 － 8.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 21,804 10,287 47.2 935.19
12年 9月中間期 24,268 10,330 42.6 939.15
13年 3月期 30,972 10,628 34.3 966.18
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    11,000,000 株   12年 9月中間期    11,000,000 株   13年 3月期    11,000,000 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 33,700 530 80 4.00 8.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   7 円 27 銭 
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 添 付 資 料  

 個 別 中 間 財 務 諸 表 等  

１．中間貸借対照表 
        （単位：百万円） 

当 中 間 期 
(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

前 中 間 期 
(平成 12 年 9 月 30 日現在) 

増  減 前    期 
(平成 13 年 3 月 31 日現在) 

期 別 
 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比 
     

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％   ％ 
        

Ⅰ 流 動 資 産        
        

現 金 預 金 ２，２９４  １，７１７  ５７６ ３，０１１  
        

受 取 手 形 ８４２  １，４９２  △   ６４９ １，４１６  
        

完成工事未収入金 ４，８４６  ５，０９１  △   ２４４ １５，５９１  
        

有 価 証 券 １，５８０  １７０  １，４１０ １７９  
        

自 己 株 式 ―  ０  △     ０ ０  
        

未 成 工 事 支 出 金 ２，６５８  ５，５１３  △ ２，８５４ １，３２２  
        

材 料 貯 蔵 品 ８５  ８０  ４ ９０  
        

そ の 他 ５１８  ６２８  △   １０９ ３４４  
        

 貸 倒 引 当 金 △   ２２  △   １８  △     ３ △    ６３  
        
        

流 動 資 産 合 計 １２，８０４ ５８．７ １４，６７５ ６０．５ △ １，８７０ ２１，８９３ ７０．７ 
        

Ⅱ 固 定 資 産        
        

１ 有 形 固 定 資 産        
        

建 物 １，０２３  １，０６９  △    ４６ １，０５０  
        

土 地 ３，５８１  ３，５８１  ― ３，５８１  
        

そ の 他 １０１  １１１  △     ９ １１５  
        
        

有 形 固 定 資 産 計 ４，７０６  ４，７６２  △    ５５ ４，７４７  
        

２ 無 形 固 定 資 産 ７３  ６９  ４ ７２  
        

３ 投   資   等        
        

投 資 有 価 証 券 ８４２  １，２６３  △   ４２０ ８６４  
        

繰 延 税 金 資 産 １，５６２  １，５４３  １８ １，５１３  
        

そ の 他 ２，０１４  ２，２１６  △   ２０１ ２，１５０  
        

 貸 倒 引 当 金 △  ２００  △  ２６１  ６１ △   ２７０  
        
        

投 資 等 計 ４，２１９  ４，７６２  △   ５４２ ４，２５８  
        
        

固 定 資 産 合 計 ８，９９９ ４１．３ ９，５９３ ３９．５ △   ５９４ ９，０７８ ２９．３ 
        
        

資 産 合 計 ２１，８０４ １００．０ ２４，２６８ １００．０ △ ２，４６４ ３０，９７２ １００．０ 
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        （単位：百万円） 
当 中 間 期 

(平成 13 年 9 月 30 日現在) 
前 中 間 期 

(平成 12 年 9 月 30 日現在) 
増  減 前    期 

(平成 13 年 3 月 31 日現在) 
期 別 

 
 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 金  額 構成比 
     

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％   ％ 
        

Ⅰ 流 動 負 債        
        

支 払 手 形 １，１６２  １，３１９  △  １５７ ２，８９５  
        

工 事 未 払 金 ３，４６１  ４，４５４  △  ９９３ １０，５４７  
        

短 期 借 入 金 ０  １  △    ０ ０  
        

未 成 工 事 受 入 金 １，９５６  ３，０３５  △１，０７９ １，２１４  
        

完成工事補償引当金 ６  ７  △    １ ９  
        

そ の 他 １，１８６  １，０００  １８６ １，５９４  
        
        

流 動 負 債 合 計 ７，７７４ ３５．６ ９，８２０ ４０．４ △２，０４５ １６，２６２ ５２．５ 
        

Ⅱ 固 定 負 債        
        

長 期 借 入 金 ７  １０  △    ２ ８  
        

退 職 給 付 引 当 金 ３，５７６  ３，９７２  △  ３９５ ３，９１０  
        

役員退職慰労引当金 １３３  １１１  ２１ １３８  
        

そ の 他 ２４  ２３  ０ ２４  
        
        

固 定 負 債 合 計 ３，７４２ １７．２ ４，１１７ １７．０ △  ３７５ ４，０８１ １３．２ 
        
        

負 債 合 計 １１，５１７ ５２．８ １３，９３８ ５７．４ △２，４２０ ２０，３４４ ６５．７ 
        
（ 資 本 の 部 ）        

        

Ⅰ 資 本 金 ２，００１ ９．２ ２，００１ ８．３ ― ２，００１ ６．５ 
        

Ⅱ 資 本 準 備 金 １，６００ ７．３ １，６００ ６．６ ― １，６００ ５．２ 
        

Ⅲ 利 益 準 備 金 １７８ ０．８ １６９ ０．７ ９ １７３ ０．５ 
        

Ⅳ その他の剰余金        
        

 任 意 積 立 金 ６，０８９  ８，０５０  △１，９６０ ８，０５０  
        

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 
・ 未 処 理 損 失 （ △ ） ４１９  △ １，５３５  １，９５４ △１，２３４  

        
        

その他の剰余金合計 ６，５０８ ２９．９ ６，５１４ ２６．８ △    ５ ６，８１５ ２２．０ 
        
        

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △    ３ △０．０ ４３ ０．２ △   ４７ ３６ ０．１ 
        
        

資 本 合 計 １０，２８７ ４７．２ １０，３３０ ４２．６ △   ４３ １０，６２８ ３４．３ 
        
        

負 債 資 本 合 計 ２１，８０４ １００．０ ２４，２６８ １００．０ △２，４６４ ３０，９７２ １００．０ 
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２．中間損益計算書 
        （単位：百万円） 

当  中  間  期 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 9 月 30 日 

前  中  間  期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 12 年 9 月 30 日 

増  減 
前        期 

自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

期 別 
 
 

科 目 金    額 比 率 金    額 比 率 金  額 金    額 比 率 
  ％  ％   ％ 
Ⅰ 完 成 工 事 高 １０，９８０ １００．０ １０，８６５ １００．０ １１４ ３９，３３６ １００．０ 

        

Ⅱ 完 成 工 事 原 価 ９，３４５ ８５．１ ９，４０６ ８６．６ △   ６１ ３５，１４０ ８９．３ 
        
        

完 成 工 事 総 利 益 １，６３５ １４．９ １，４５９ １３．４ １７５ ４，１９６ １０．７ 
        

Ⅲ 販売費及び一般管理費 １，８８５ １７．２ １，９８９ １８．３ △  １０３ ４，０５４ １０．３ 
        
        

営業利益・損失（△） △  ２５０ △   ２．３ △  ５２９ △ ４．９ ２７９ １４１ ０．４ 
        

Ⅳ 営 業 外 収 益 １０９ １．０ ７６ ０．７ ３２ １１６ ０．３ 
        

Ⅴ 営 業 外 費 用 ３ ０．０ ９ ０．１ △    ６ ２５ ０．１ 
        
        

経常利益・損失（△） △  １４４ △   １．３ △  ４６２ △ ４．３ ３１８ ２３２ ０．６ 
        

Ⅵ 特 別 損 失 ２３４ ２．１ ３，３８９ ３１．２ △３，１５４ ３，３９４ ８．６ 
        
       

税引前中間（当期）純損失（△） △  ３７８ △   ３．４ △３，８５１ △３５．５ ３，４７３ △３，１６１ △   ８．０ 
        

法人税、住民税及び事業税 １７ ０．２ １７ ０．１ △    ０ ２３４ ０．６ 
        

法 人 税 等 調 整 額 △  １３８ △   １．３ △１，５９６ △１４．７ １，４５７ △１，４７２ △   ３．７ 
        
        

中間（当期）純損失（△） △  ２５７ △   ２．３ △２，２７２ △２０．９ ２，０１５ △１，９２３ △   ４．９ 
        

前 期 繰 越 利 益 ６７６  ７３７  △   ６１ ７３７  
        

中 間 配 当 額 ―  ―  ― ４３  
        

利 益 準 備 金 積 立 額 ―  ―  ― ４  
        
        

中間（当期）未処分利益・ 
未 処 理 損 失 （ △ ） ４１９  △１，５３５  １，９５４ △１，２３４  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項（当中間会計期間） 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
時価のあるもの  中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
時価のないもの 移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 
①未成工事支出金  個別法による原価法 
②材料貯蔵品  総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産  定率法（ただし、平成 10 年度の税制改正以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法）によっております。 
(2)無形固定資産  定額法によっております。 
  ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
３．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。 

(2)完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間
末に至る１年間の完成工事高に対応する引当対象額に法定繰入
率を乗じて計上する方法によっております。 

(3)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末にお
いて発生していると認められる額を計上しております。 

  会計基準変更時差異（3,214 百万円）につきましては、前会計
期間において一括費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（14 年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること
としております。 

(4)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて内規に基づく中間期末要支
給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
(1)長期請負工事の収益計上処理 

請負金額２億円超で、かつ工期が 24 ヵ月を超える工事については、工事進行基準を適用して
おり、完成工事高は 973 百万円であります。 

(2)消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注 記 事 項 
 
（中間貸借対照表関係） 
 （当中間期） （前年中間期） （前    期） 
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,275 百万円 1,201 百万円  1,230 百万円 
２．受取手形割引高 307 百万円 409 百万円 890 百万円 
３．自己株式の数及び中間貸借対照表価額  － 株 500 株 500 株 
 － 百万円 0 百万円 0 百万円 
４．中間期末日満期手形 

当中間期末日（会計年度末日）が休日（金融機関の休業日）につき、中間期末日（会計年度
末日）満期手形を交換日に入・出金の処理をする方法によっております。当中間期末日（会計
年度末日）満期手形の金額は、次のとおりであります。 

 （当中間期） （前年中間期） （前    期） 
     受取手形 138 百万円 177 百万円 － 百万円 
     受取手形割引高 － 百万円 － 百万円 239 百万円 
 
 
（中間損益計算書関係） 
 （当中間期） （前年中間期） （前    期） 
１．営業外収益のうち主要なもの       
     受取利息 9 百万円 9 百万円 20 百万円 
     受取配当金 18 百万円 14 百万円 17 百万円 
     貸倒引当金戻入 50 百万円 17 百万円 － 百万円 
 
２．営業外費用のうち主要なもの       
     支払利息 0 百万円 1 百万円 2 百万円 
     手形売却損 0 百万円 3 百万円 6 百万円 
 
３．特別損失のうち主要なもの       
     退職給付会計基準変更時差異一括償却額 － 百万円 3,214 百万円 3,214 百万円 
     貸倒引当金繰入額 0 百万円 119 百万円 120 百万円 
     特別退職金 223 百万円 － 百万円 － 百万円 
 
４．当社の売上高は、通常の営業の形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大き
いため、事業年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半
期の業績に季節的変動があります。 
当中間期末に至る１年間の売上高は次のとおりであります。 

    前事業年度下半期  28,470 百万円  
    当 中 間 期  10,980 百万円  
 合 計  39,450 百万円  
 （当中間期） （前年中間期） （前    期） 
５．減価償却実施額       
     有形固定資産 45 百万円 36 百万円 83 百万円 
     無形固定資産 7 百万円 5 百万円 12 百万円 
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 リ ー ス 取 引  
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
 （当中間期） （前年中間期） （前    期） 
  車 両 運 搬 具       
     取 得 価 額 相 当 額 7 百万円 11 百万円 11 百万円 
     減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 5 百万円 6 百万円 7 百万円 
     中間期末(期末)残高相当額 2 百万円 5 百万円 3 百万円 
  工 具 器 具 ・ 備 品       
     取 得 価 額 相 当 額 361 百万円 383 百万円 351 百万円 
     減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 220 百万円 195 百万円 184 百万円 
     中間期末(期末)残高相当額 140 百万円 188 百万円 167 百万円 
  合 計       
     取 得 価 額 相 当 額 369 百万円 395 百万円 362 百万円 
     減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 225 百万円 201 百万円 192 百万円 
     中間期末(期末)残高相当額 143 百万円 193 百万円 170 百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期
末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 
 
 

２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 
 （当中間期） （前年中間期） （前    期） 
     １ 年 内 73 百万円 72 百万円 72 百万円 
     １ 年 超 69 百万円 120 百万円 98 百万円 
             計 143 百万円 193 百万円 170 百万円 

なお、未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が
有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定し
ております。 
 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 （当中間期） （前年中間期） （前    期） 
     支 払 リ ー ス 料 37 百万円 42 百万円 82 百万円 
     減 価 償 却 費 相 当 額 37 百万円 42 百万円 82 百万円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

 有 価 証 券  
 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 
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